


































































































































































































































































































































































































































A. Buchholz） の 見 解（Fundamental Concepts and Problems in Business 














































とがCSRの典型である（Edwin M. Epstein, “Business Ethics, Corporate 
Good Citizenship and the Corporate Social Policy Process：A View from the 

















































































































































































ある（Andrew L. Friedman and Samantha Miles, Stakeholders-Theory and 


























体・メディア・公衆・企業支援団体を含ませている（William C. Frederic, 























































































































































































































・ 「自らの “生活” の再生産に必要な財やサービスを、代価を支払っ





・ 「他人が生産し、供給する商品・サービスを自分自身の “生活” の

































































































































































































































































































































































































































































































































































































ネディ（A. A. Kennedy）との共著Corporate Cultures（城山三郎〔訳〕『シ
ンボリック・マネジャー』新潮社、1983年）であり、他の一つがピー
ターズ（T. J. Peters）とウォーターマン（R. H. Waterman, Jr）との共著In 
Search of Excellence（大前研一〔訳〕『エクセレント・カンパニー』講談社、
1983年）であったことは良く知られている。そこでは、高業績を達成し
ている優良企業が選出されて分析された結果、いずれの企業にも共通して
独特な強い文化が存在し、それが労働者の間に浸透して企業に高業績をも
たらしていると考えられた。企業が組織として持つ文化の強度が、その組
織メンバーである労働者の思考や行動に影響を及ぼして、職場の中での具
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体的な諸活動の部面に作用し、結局は企業自体の盛衰を決定づけている、
という主張であった。経営学において積極的に扱われることのなかった文
化が、組織メンバーを一体化させて企業業績を左右することにつながると
いう機能への着目は極めて斬新的であった。特に企業の経営者や管理者は
文化を操作し得るかどうかという実践性に関心を持ち、また同じように経
営学研究者の間でも文化を意図的に創り出したりあるいは変革したりする
組織管理に注目が集まり、企業内の組織文化をマネジメントの新たな対象
に加える探究活動が開始されることになった。
当初のこうした組織文化への関心の高まりの中では、企業という組織内
において文化がどのような機能を果たしているか、そしてその機能をどの
ように目的に合わせて役立てることができるか、という組織文化の機能分
析と機能利用とが重視されていた。その特徴を持つ組織文化論は今日では
機能主義的組織文化論と呼ばれ、これまでの多くの組織文化論の主張がそ
の類型に所属している（四本雅人「組織文化論の２つのパースペクティヴ」
横浜国立大学国際社会科学学会『横浜国際社会科学研究』第５巻・第３号、
2000年。坂下昭宣「二つの組織文化論」神戸大学経営経済学会『国民経
済雑誌』第184巻・第６号、2001年、参照）。その機能主義的組織文化論
が扱う主要な項目は順に次の通りである。
　・ 経営理念、コミュニケーション方法、仕事の意義などの文化に関連
した事柄を選定。
　・ それに基づき企業の組織文化をいくつかの文化パターンに類型区
分。
　・ その区分のどこに該当するかを明らかにするために当該企業の現状
を分析。
　・当該企業の実際に現存する文化を企業関係者に意識づけ。
　・ 目指す経営戦略や経営環境に適合した組織文化の構築に必要な経営
者や管理者のあり方を案出。
すなわち、そこでの論理展開は、まず組織文化の枠組みがつくられ、次に
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それに沿った形での現存の文化が診断され、最後に理想的な組織文化の形
成に向けての経営者や管理者の役割が指摘される、という順序になってい
る。
このような文化論にあっては、組織文化は組織メンバーの外側に位置づ
けられているために、組織文化自体とその機能との分析に主眼が置かれて
いるので、組織メンバーの個別的な意思決定者としての主体性を考察する
ことは行われない。それに対して、次第に芽生えつつあった精緻な社会学
パラダイムを積極的に導入した解釈主義的組織文化論では、組織メンバー
の各人の解釈を通じて共有された意味が発生した場合、そこに組織文化を
見ることができる、という主張が展開されるようになった。ここでは、組
織メンバーの認識に基づいて組織文化の生成過程を解明することが重視さ
れるために、組織メンバーを外在的に捉える機能主義的組織文化論とは異
なって、組織メンバーの主体性を扱うことが中心になっている。
様々な組織文化論が展開されるなかで、企業の組織文化の形成を促す要
因として、経営理念、社員教育、人事施策などがしばしば指摘されるが、
それらは企業に制度的に組み込まれている対象ではあるものの、労働者に
とっては日常的に繰り返される対象には相当してはいない。そのために、
それらが労働者に直接大きな制約を与えるだけの影響力を持っているとは
言えず、労働者が受ける大きな影響要因を問題にするのであれば、具体的
に継続する任務として遂行される仕事に対してこそ関心が向けられるべき
であろう。労働者は日常の仕事を遂行していくなかで、必要となる技能、
多様な人間関係、企業の置かれた現状、そして職場のあり方などに関する
様々な事柄を自分自身で知り体験する学習行為が行われるために、仕事と
いう任務を軽視して企業の組織文化を語ることは適切ではないのである。
（３）仕事関連的な対応要請
以上のように職場での仕事に注目するとすれば、企業の組織文化に関連
して労働者を制約する要因をどのように見つけ出すことができるのだろう
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か。次に、企業は営利的商品生産体であるという理解に注目しながら考察
を進めていくことにしたい。
①時間への対応
企業の特徴を述べる場合、どこの企業であっても、またいつの時点の企
業であっても、利潤を獲得するために何よりも第一に、顧客の欲する商品
の提供に傾倒しなければならない点がしばしば指摘されるが、企業が顧客
の要求に応えるのは決して容易なことではない。「生活の基本価値」の実
現を求める公衆の欲望は時の経過とともに変化していくので、公衆が顧客
となって欲する商品も質・量・形・価格などの属性について変化していく
が、その変化は情報化時代を迎えて速まっているために、それに対応でき
る商品の開発・生産・供給体制を構築することが企業にとって急務にな
り、それに加えて同業種内での企業間競争だけでなく異分野からの参入も
活発になっているので、望まれる商品をいつでも市場に出せる体制を整え
ている企業運営が求められている。すなわち、個々の企業には時間的対応
が要請されているのである。
しかし、そこに見られる企業にとって得策となる時間的対応の形態は、
速ければ良いの早期対応に徹するという単純な一形態のみが要請されてい
るわけではなく、様々な時間的対応形態を柔軟に採用できる商品提供が求
められる時代を迎えている。例えば、顧客である得意先企業が部品の在庫
や保管の極小化を図るために、部品の商品が過不足の生じないように日程
に沿った時間を指定してくる定時対応が要請されることもあれば、通信販
売のように商品の早期到着期日と指定到着時間との同時実現という早期対
応と定時対応との異なった対応の組み合わせを意味する混合対応が要請さ
れることもある。
顧客が望むこうした時間的対応形態の多様化は、決して販売部門の特定
な職場のみに影響を与えているわけではなく、企業内の職場すべてに渡っ
て影響を与えている。製造業を例にとれば、企業内の財の移動が調達から
始まり製造を経て販売に至るという時間の推移に基づいて順序づけられて
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いるように、全部門の各職場の間に時間的連結（藻利重隆『経営管理総論
（第２新訂版）』千倉書房、1965年、345ページ、参照）が実現していなけ
れば、企業は一つの組織体としての形態を成し得ないことになるので、顧
客の欲望が変化すると、それに応じて商品を生産しなければならない企業
の時間的対応は、企業の一分野に限定されるのではなく全般に対して要請
されることになり、労働者にとっても仕事を遂行する際にどの部署に所属
しようと、その時間的対応の要請を自動的に受け取らざるを得ない状態に
置かれている。そのために、企業内には全てに渡って時間的対応を要請す
る組織文化が存在し、それによって労働者自身の思考や行動が大きく制約
されることになる。
そうした労働者の仕事の遂行に対する時間的対応要請と組織文化との関
連性を端的に示す事例として、2005年（平成17）４月25日に発生した兵
庫県尼崎市のJR宝塚線（福知山線）の快速電車脱線事故を想起することが
できる。死者が107人にも及んだ悲惨な脱線事故は、急カーブにさしかか
る直前の速度が70キロに制限されていたにもかかわらず、時速100キロを
超えた速度で通過しようとしたことが主因であったと考えられている。そ
の背景要因が多方面から指摘されるなかで、「ライバル社に輸送力で上回
るためには、１秒の遅れも許さない雰囲気が社内にあった」（『朝日新聞』
2005年４月29日）、と指摘する社員もいる。ここでは、競合他社が存在す
るという事業環境の下で輸送業務を担当する乗務員に対して一層正確な運
行時間を要請する乗客に応える必要性があるために、速度違反にもかかわ
らず「１秒の遅れも許されない雰囲気」の組織文化が形成され、それによっ
て常に運転手の思考や行動が暗黙のうちに大きな制約を受け、このような
大惨事を引き起こしてしまったことを語っている。すなわち本質的には、
顧客によってもたらされた時間的対応要請が労働者に大きな影響を及ぼし
たのである。
特に時間的対応要請は秒・分・時・日・月・年という単位を用いて表す
すことができるので、他と比較して「遅い、早い、丁度」という具合に受
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け取られ、その結果が「悪い、良い」の言葉で判断されることになってし
まうのである。
②費用への対応
しばしば使用される「収入−費用＝利潤」という単純明快な算定式に基
づけば、企業が最大の利潤を獲得するためには、収入をできるだけ多くし
ながら費用をできるだけ少なくするという企業努力が行われるが、収入
の伸び悩みが予想されると（収入に変化がない。収入が費用を下回る赤
字）、費用を減らすことに大きな関心が向けられる。そのように、企業が
生命の糧である利潤を得るためには、どのような状態にあったとしても費
用の削減化努力だけは常に遂行し続けなければならない宿命の状態に置か
れている。その費用の削減化努力とは、一方で経営資源を数量的に適正な
分だけ保有しながら、同時に他方ではそれを可能な限り効率的に活用する
ことを意味している。その一環として、労働者に支払われる賃金が物品と
同様に費用項目として計上される以上は、労働者は他の経営資源と同様
に費用の削減化の対象になるために、一方でリストラ（事業の再構築、
restructuring）の代名詞と言われる人減らしのような数の適正化が行われ
ながら、他方で複数の仕事の兼務や濃密な仕事内容の設定のような効率的
な活用化が労働者に対しても求められてくることになる。
そのように企業は利潤を得る絶対的な必要性から、労働者を含む貨幣価
値の付いた経営資源の全てに渡って費用を削減する費用的対応を要請し、
労働者が遂行する仕事の内容や方法だけでなく労働者自身に対しても同様
な対応を要請することになる。そこに費用的対応要請を内包した組織文化
が形成され、それによって労働者は大きな影響を受けざるを得ない状態に
置かれていると言える。このように労働者に向けられた費用的対応要請
は、企業が利潤を追求するという企業の本来的な性質を根源として発生し
ているのである。
それを顕著に示す事例として、パナソニック株式会社の松下電器産業株
式会社時代の大がかりな構造改革を想起することができるであろう。当時
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の松下電器産業を中核とする松下グループの2006年３月期の連結純利益
は、前期比の88％の増加を見込まれたが、その大幅な増益をもたらす主
因は構造改革費用が前期と比べて約１千億円減ることに依拠していると言
われた（『日本経済新聞』2005年４月29日、参照）。すなわち、事業部制
の解体、グループ７社の完全子会社化、そして人員削減のための早期退職
制度などが加わって、これまでに累計で５千億円にものぼる構造改革費用
を計上してきた効果があらわれ、純利益の大幅な増加が見込まれたので
あった。だが、その当時、原材料の高価格化傾向や商品の販売価格の低下
傾向があったために、「今後も日常活動として構造改革を徹底する」（同上
の新聞）と主張する中村邦夫社長の言動は、断行され続ける構造改革の気
運である組織文化と、それがもたらす強い費用的対応要請とを表明したも
のとなっている。
（４）勤労感
上述したように時間的対応要請は顧客の飽くなき欲望に起因し、また費
用的対応要請は企業の本質を根源として発せられているので、労働者はそ
の両要請を受け入れざるを得ない状態に置かれている。またそれぞれの要
請が時間と費用という数字を用いて表示できる要請であるだけに、客観的
な要請として受け取られやすいものになっている。そのために仕事を遂行
することへの義務感が高まっていき、次第に労働者の間に緊張や焦りなど
を生む土壌が形成されていく。そうした勤労感を含んだ労働実態を把握す
る全国的なアンケート調査（約22万人の調査モニターから全国３千人を
抽出した郵送質問紙法による調査。回収率85.2％）が独立行政法人である
労働政策研究・研修機構によって2004年６月に実施された（小倉一哉・
藤本隆史『日本の長時間労働・不払い労働時間の実態と実証分析』労働政
策研究報告書No.22、2005年３月31日）。
その調査によると、「今のような調子で仕事や生活を続けたら、それが
もとで健康を害するのではないか」と思っている正規労働者は、「よくそ
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う思う」（17.8％）と「ときどきそう思う」（39.3％）とを合わせて６割近
く存在しており、またその健康を害する原因について、「仕事上または職
場での心労から」（65.1％）、「仕事による過労から」（52.1％）、そして「休
養・睡眠不足から」（42.7％）などが多く指摘されたのであった。このよ
うに多くの労働者は、疲労からくる自分の健康に不安を持ちながら日々の
仕事に励んでいるのである。
労働者が時間的対応要請と費用的対応要請とを受け入れざるを得ない状
態のなかで働いていることに焦点を絞って、健康不安を払拭する手立てに
ついて指摘すれば、次のようなことが言えるであろう。時間的対応要請に
関しては、その根本的な発信源が「生活の基本価値」の実現を求める公衆
の欲望の可変性にあったということを考慮すると、公衆が顧客となって購
入した商品を大切に使用し続けたり熟慮の上で商品を購入したりして、商
品の購入速度を緩めることによって、労働者に向けられている時間的な性
急さを緩和させていくことが指摘できる。費用的対応要請に関しては、企
業内に多様な名称の付けられたいわゆる追い出し部屋が常設され、そこへ
労働者を配置換えさせてこれまでの仕事とは全く異質な仕事を連日・終日
に渡って担当させ、場合によっては強制的な自己反省を促して自己都合退
職を迫り、余剰な労働者を減らそうとする措置が講じられることもある。
そうした措置は、対象となる労働者だけでなく他の実直な労働者の自発的
な勤労意欲を削ぐことにもなり、またメディアを通じて公表されると、公
衆はその企業をブラック企業として位置づけ、世論を喚起することにさえ
なる。企業は営利追求体としての特質を持つが、不当な労働を強いる利潤
の貪欲な追求は戒められねばならないのである。
６．公衆の市民化
先述の項目の「３．ステークホルダーの中核的主体」の中で指摘したよ
うに、公衆が商品の購買動機を持って市場に登場した場合、その顧客の購
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買行動には公衆として所持してきた「安心・安全、快適・創造」という「生
活の基本価値」を商品によって実現しようとする意図が含まれており、そ
してその主体は購入した商品を私的に使い尽くす消費者として理解するこ
とができた。また、企業に対して最も大きな影響力を行使することのでき
る主体も消費者であるだけに、消費者の原点が公衆である点を踏まえれ
ば、企業はその公衆からの要請に応えて行かなければならないことにな
る。従って、そうした公衆からの影響を受けざるを得ない企業の立場を公
衆自身が十分に熟知してさえいれば、公衆は営利追求体としての企業を、
自分の「生活の基本価値」を確かに実現し得る企業にまで育て上げること
ができる。すなわち、公衆が心地良い「生活の基本価値」を実現するため
には、漫然と過ごすのではなく、企業に影響を与え得る自分の能動的な可
能性を自覚して過ごす、という認識を公衆自身が持ち続けることが必要な
のである。
（１）商品の要請
近年の日本における生活の実態は、生命の維持に不可欠な衣食住が不足
していた時代と比較すれば、「安心・安全、快適・創造」についての次元
は大きく異なってはいるものの、現在においてもなお「安心」や「安全」
を脅かし、「快適」や「創造」を損なうような問題は多数存在している。
例えば、急速に進む少子高齢化による扶養や医療への「不安」、自動車だ
けでなく自転車の交通量の増加に伴い人身事故に出会う「危険」度の上昇、
都心部の朝夕の猛烈な通勤混雑によって生じる「不快」感、用事が重なっ
て気配りできずに「無難さ」に甘んじてしまう心情などをはじめとして、
様々な問題が身の回りにもある。
しかし、公衆の間では、問題によっては、避けることのできない問題と
して捉えるのではなく、問題の解決あるいは問題がもたらす負の軽減への
足がかりを求めようとする動向も発生している。その典型的な最近の実例
として、猛暑による電力の供給不足を懸念する動向を指摘することができ
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るであろう。特に、2011年３月11日に発生した東日本大震災は甚大な被
害をもたらした日本の観測史上最大・最悪の地震であり、その影響を被っ
た福島の原子力発電所は爆発炎上し高濃度の放射能を放出させてしまった
ために、各地にある他の被災を免れた原子力発電所であっても安全性が大
きく疑われ稼働停止の措置が講じられた。そして、夏場の電力の全国的な
供給不足の深刻さが予想されて、電力会社は地域別の計画停電の必要性を
公表した結果、誰もが電気への依存度を高めてきた日常生活に気づき、
「安心・安全」な電力の確保の重大性を認識せざるを得ない事態に直面し
たのであった。また同時に、日本では電力の問題は主として発電所の発電
能力の問題であったが、東日本大震災によって電気の発電源を原子力に頼
ることの危険性をも念頭に置かねばならないことに気づいたのであった。
カネを払えば何でも手に入ると言われる風潮が蔓延するなかで、限られ
た電力である商品を分かち合わなければならないという商品の有限性を否
応なく経験する状況に直面した結果、電気という商品の有益さを痛感する
と同時に、電気の使用方法を再考する必要に迫られることになって、生活
を電気に依存してきた公衆は自分自身の生活を根底から見直さざるを得な
い事態に遭遇してしまったのである。暑さの厳しい日であっても冷房温度
を高めに設定する、夏に備えて朝顔やゴーヤなどのツル性植物を育てて
カーテン状の木陰（グリーンカーテン）を作る、蒸し暑さに対処する風通
しの良い衣類の着用（クールビズ）を心がける、電気器具の電源を小まめ
に切る、ソーラーパネルによる発電装置を導入するなどの工夫や設置をは
じめとして、実に様々な電気エネルギーの節約という具体的な節電対策に
率先して取り組み出したのである。
公衆は、電力会社に対して「安心・安全」な電気の供給を求めるととも
に、生活関連企業に対しては「安心・安全」につながる節電効果の高い商
品を求め、またその「安心・安全」が保証されなければ自分にとっての「快
適・創造」の価値の実現は到底あり得ないことにも気づいたのであった。
すなわち、公衆は自分の「生活の基本価値」を十分に享受するためには、
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これまでの自分の生活実態を振り返り、求める商品を熟考した上で購入し
使用する、という意識を芽生えさせたのである。
（２）共生の要請
市場内に見られる公衆が転じた顧客から企業に寄せられる要請は、企業
が他の組織体とは異なり特有の性質として持つ営利的商品生産体であるこ
とに起因した商品に直接関係するものであった。しかし、公衆自身の市場
外の存在自体に目を転じると、公衆は企業を自分と同様な社会生活者であ
ると理解して、企業に対し自分との円滑な共生を要請するが、その共生の
要請に企業が応え得ない場合には、公衆はその企業に対して自分の「生活
の基本価値」の実現への懸念を抱くことになる。渇水問題を例にとれば、
公衆は大量の水を使用する企業に対して、水源である河川や地下水への依
存率の低下、水道水の節水、あるいは水の再利用を要請するように、水質
汚濁、大気汚染、騒音、振動、臭気などのいわゆる環境対策や地域整備へ
の具体的な対応を求めている。また、それとともに、公表されるべきデー
タの意図的隠ぺい、衛生管理の怠慢、あるいは自治体との癒着などの企業
の非倫理的な行動を戒める組織文化が、企業内に常態化していることを求
めてもいる。
そのことに関連して、特に日本において企業の社会生活者であるという
面を歴史的にも深刻に受け止めねばならない事態に至ってしまった実例
は、「戦後の公害の原点」と言われる水俣病であろう。水俣病は窒素肥料
を製造していた水俣工場（現在のチッソ株式会社）から、水俣湾に排出さ
れた有機水銀を原因にして発病した公害病である（原田正純『水俣が映す
世界』日本評論社、1989年、参照）。その工場から垂れ流された有機水銀
は、水俣湾周辺の広い海域を汚染し、そこに生息する魚介類を食べた人た
ちの神経を冒して、感覚障害や運動障害などをもたらし死に至るような重
症患者を多数発生させてしまった。また、知能・運動障害を生まれつき
持った子供が出産するなど、地域ぐるみ・家族ぐるみの極めて悲惨な健康
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破壊を引き起こしてしまったのである。チッソが熊本県の人口１万２千人
の漁民の多い水俣の地に工場を立地したのは、1908年（明治41）のこと
である。その後、チッソ水俣工場は拡張を続け、水俣の政治・経済・風土
に大きな影響を与え、次第に水俣はチッソの企業城下町になっていった。
1954年（昭和29）頃になると、水俣湾内の魚介類が大量に死んだり、そ
れを食べた猫が狂い死にするなどの不可解な現象が誰の目にも明らかに
なった。それにもかかわらず、水俣病が正式に確認されたのは1956年（昭
和31）５月のことであった。病気としての遅れた確認と患者の広域化な
どに伴って、チッソの水俣病補償関連費用は膨大な額にのぼり、一企業が
抱える経済的負担をはるかに超えてしまったのである。そのために、熊本
県や国はチッソの経済的救済に対して多額の資金を投入してきている。
その水俣病に加えて、イタイイタイ病（富山県神通川流域）、四日市ぜ
んそく（三重県四日市市）、および新潟水俣病（新潟県阿賀野川流域）の「四
大公害訴訟」が行われ、世論は公害問題への関心を強めていき、1967年（昭
和42）に公害対策基本法が制定され、1971年（昭和46）には環境庁が設
置されることになった。まさに企業は社会生活者として、同じ社会生活者
である公衆からの共生の要請を察知し応えていくべき責務を担っているの
である。
（３）市民的公衆
公衆が現存する問題や将来生起しそうな問題を認識し、そしてそれを検
討することによって、「生活の基本価値」の内容を再考したり、あるいは
それを実現するために行動したりする動向を公衆の市民化と呼び、その市
民化した公衆を市民的公衆と名付ければ、本来公衆が最大の影響力を所持
しているだけに企業は市民的公衆からの要請があれば、その要請に対応せ
ざるを得ないことになる。すなわち、公衆の中から市民的公衆が多数出現
すると、その市民的公衆は情報ツールや伝達網を使って他の公衆に働きか
けて世論を形成し、「生活の基本価値」を充足させる商品の要請や共生の
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要請に応えるように企業に対して極めて強い影響力を行使することができ
る立場にあると言える。公衆が「生活の基本価値」の確かな実現を切望す
るのであれば、公衆自身が事なかれ主義や自己中心主義から脱皮した市民
的公衆へと成長する必要性がある。
公衆は一見、企業とは無関係な傍観者のように扱われがちであるが、実
は企業を導く本源的主体であり、そのことを公衆自身が自覚した市民的公
衆であることを目指さなければならない。そして、公衆はその自覚を持ち
ながら、これまで述べてきたようにある時は顧客になり労働者になり、ま
たある時には経営者などになっているという現実的な連続性をも自覚して
いれば、社会と企業との間に大きな利害の隔たりを発生させることはな
く、同時に企業は社会に対応した経営を実践することになるのである。
 （本学経営学部教授）
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